
多様な働き方を考える

～「同一労働同一賃金」ルールをめぐる現状と課題～

事例報告

令和３年１１月

公益社団法人全日本トラック協会
常務理事 松崎宏則

労働政策研究・研修機構主催 労働政策フォーラム2021

配布資料2021年11月22日－26日

http://www.jta.or.jp/index.html


0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

617 

1,590 
2,042 

2,413 2,250 2,133 
2,495 2,542 

2,115 1,860 
1,418 1,611 

1,269 1,272 1,097 
951 

1,167 1,046 1,121 1,130 

49% 45% 50% 46%
63%

54% 55% 50% 54%
37%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H27 28 29 30 R1

車両保有台数10両以下の小規模事業者
が6割近くを占め、全体の９９％以上が中
小事業者である。

平成2～30年度の間、新規参入事業者数51,021者、退出事業者数29,025者、事業者増加数21,996者

国内貨物輸送量 トラック運送事業者の規模

車両数別令和元年度実績
(2019年度)

トラックの輸送量は約43億トンで、国内貨物
輸送の9割以上を占める。

事業者数・車両数・輸送量の推移

※輸送量は平成22年に調査・集計方法に変更があったことから、数値の連続性を図るため接続係数を設定し算出

トラック運送業界の現状

貨物自動車
（営業用）
3,054
64.8%

貨物自動車
（自家用）

1,275
27.0%

341
7.2%

鉄道
43  0.9%

航空
1 0.02%

トンベース(単位：百万ﾄﾝ)

内航海運

新規参入事業者数

平成 (年度)

車両数
（両）

1,462,004両

輸送量(十万ﾄﾝ)・事業者数

令和2年3月末現在
(2020年3月末)

事業者数 車両数 輸送量(ﾄﾝ)

10両以下
54.6%11～20両

21.0%

資料 国土交通省

62,068者

30億1千9百万ﾄﾝ
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営業利益率の推移

製造業は黒字を保っているが、トラック運送事業は
平成１９年度以降、ほとんどの年で赤字となっている。

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」
財務省「法人企業統計調査」

(%)

(年度)

赤字企業割合の推移

製造業

トラック運送事業

黒字 赤字

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」

(年度)平成

31～50両
7.6%

21～30両
9.7%合計

4,714

(2015)            (2016)            (2017) (2018) (2019)

28億8百万ﾄﾝ

40,072者

1,054,668両
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法律・内容
2018年度
※2018年6月29日
働き方改革関連法

可決・成立

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

労働基準法

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適用
【一般則】

4月1日か
ら大企業
に適用

4月1日か
ら中小企
業に適用

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適用
【自動車運転業務】

4月1日か
ら適用

月60時間超の時間外割
増賃金率引上げ
(25%→50%)の中小企業へ
の適用

4月1日か
ら適用

年休5日取得義務化
4月1日か
ら適用

パートタイム
労働法・有期
雇用労働法

同一労働同一賃金

4月1日か
ら大企業
に適用

4月1日
から中小
企業に適
用

労働者派遣法 〃
4月1日か
ら適用

働き方改革関連各法律の施行期日等について
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時間外労働、年次有給休暇の取得状況等について

１．時間外労働年９６０時間超となるドライバーの有無について

28.0% 69.9% 1.0%
1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない わからない 無回答

○2020年度（令和2年）の時間外労働の上限を超える従業員の有無や年次有給休暇の取得状況等について、アンケート調査を

行った結果は以下のとおりであった。（n=775）

出典：全日本トラック協会「第３回働き方改革モニタリング調査結果」（令和3年1～2月調査）より

２．時間外労働年７２０時間超となる一般労働者の有無について

14.1% 83.4% 0.8%
1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない わからない 無回答

３．月６０時間超の時間外労働に対する時間外割増賃金率引上げに係る準備について

3.7% 3.6% 49.9% 24.0% 17.0%
1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2023年4月までに対応できるよう対策を検討 まだ対策等の準備は行っていない 無回答
月60時間超の時間外
労働は発生しない

その他
0.4%

４．年次有給休暇の取得状況について

81.9%

79.6%

12.5%

19.0%
0.5%

0.6%

5.0%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般労働者

ドライバー

（21.7％）

年休取得日数が5日に満たない
労働者はいない

年休取得日数が5日に満たない
労働者がいる

年休取得日数を
把握していない

無回答

大企業で
既に適用

中小企業で
既に適用

時間外労働、年次有給休暇の取得状況等

※（ ）は前年度調査

（30.5％）

（15.5％）

（28.8％）

（32.1％）

4



同一労働同一賃金制度の概要

パートタイム・有期雇用労働法第８条に規定されており、
正社員と短時間・有期雇用労働者との間で、

①職務の内容
②職務の内容・配置の変更
③その他の事情

のうち、個々の待遇の性質・目的に照らして適切と認めら
れるものを考慮して不合理な待遇差が禁止されている。

仕事の内容、また異動・転勤の有無やその範囲が異なる
場合は、その違いに応じた待遇にする

パートタイム・有期雇用労働法第９条に規定されており、
正社員と短時間・有期雇用労働者との間で、

①職務の内容
②職務の内容・配置の変更

が同じ場合は、短時間・有期雇用労働者であることを理
由とした差別的扱いが禁止されている

仕事の内容や異動・転勤の有無やその範囲が同じ場合は
待遇を同じにする

〇令和２年４月１日施行 ※中小企業は令和３年４月１日

均衡待遇 均等待遇
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トラック運送事業者が関わる最高裁判例

① Ａ社の判例（平成30 年6 月1 日 最高裁判決）
～期間の定めのある契約社員と正社員との間の待遇差に関する判例～
Ａ社において、有期雇用契約に基づいて勤務する契約社員（一般貨物自動車の運転者）が、
正社員である通常の労働者と職務の内容が同一であるにも関わらず無事故手当、作業手
当、給食手当等の諸手当や賞与、定期昇給、退職金に差を設けるのは無効であるとして、
労働契約法第20 条に基づき、正社員に対して支給された無事故手当、作業手当、給食手
当、住宅手当、皆勤手当、通勤手当との差額の支払いを会社に対して求めるなどの請求を
したもの。

待遇 最高裁判決 理由

無事故手当 不合理 優良運転者の育成、安全な輸送による顧客の信頼獲得という目的は同じ

作業手当 不合理 特定の作業に対する手当であれば、同じ作業を行うものは同じ

給食手当 不合理
勤務時間中に食事をとる必要性は、職務の内容・配置の変更範囲が異なることとは関係が
ない

通勤手当 不合理
労働契約の期間の定めの有無によって通勤に必要な費用は異ならない。職務の内勤に必要
な費用の多寡に直接関係はない

住宅手当 不合理とはいえない
正社員は転居を伴う異動が予定されており、契約社員よりも住宅に要する費用が多額とな
る可能性がある

皆勤手当 不合理
出勤するものを確保することの必要性は差異が生じない。また、契約社員は勤務成績によ
り契約更新時の時間給の増額が行われるとの規則に対して、皆勤時に増額が行われた事実
がない
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トラック運送事業者が関わる最高裁判例

② Ｂ社の判例（平成30 年6 月1 日 最高裁判決）
～定年退職後に再雇用された嘱託社員と正社員の待遇差に関する判例～
Ｂ社において、60 歳で定年退職した後に、1 年間の有期労働契約を締結して嘱託社員と
して再雇用された社員ら（一般貨物自動車の運転者）が、定年退職前と職務の内容が同一
であるにも関わらず、賃金格差が存在しているのは不合理であるとして、労働契約法第20 
条に基づき、正社員に対して支給される賃金との差額等の支払いを会社に対して求めたも
の。

待遇 最高裁判決 理由

精勤手当 不合理
嘱託社員と正社員との職務の内容が同一である以上、両者の間でその皆勤を奨励する必
要性に相違はない

役付手当 不合理とはいえない
正社員のうち、役付者に対して支給されるものであり、年功給、勤続給的性格のものでは
ない

住宅手当 不合理とはいえない
嘱託社員は定年後の再雇用であるという観点から、長期間にわたり雇用することは通常
想定されていなく、老齢厚生年金の支給を受けることが見込まれており、それまでも調整
給を支給されている

家族手当 不合理とはいえない

賞与 不合理とはいえない

超勤手当
（精勤手当分）

不合理
嘱託社員には精勤手当を支給しないことは不合理であるとの判断を踏まえ、超勤手当の
算定基礎に精勤手当を含めないという違いは不合理
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トラック運送事業者が関わる最高裁判例

③ Ｃ社の判例（令和2 年10 月15 日 最高裁判決）
～期間の定めのある契約社員と正社員の待遇差に関する判例～
Ｃ社において、有期労働契約を締結して勤務する契約社員らが、正社員との間で休暇の取
得などの労働条件や諸手当の支給の有無などの賃金格差が存在しているのは不合理で
あるとして、労働契約法第20 条に基づき、年末年始勤務手当や年始期間の勤務に対する
祝日給、扶養手当、私傷病の有給休暇、夏期冬期休暇などの支給を会社に対して求めた
もの。

待遇 最高裁判決 理由

年末年始勤務手当 不合理
年末や年始の最繁忙期に勤務したこと自体が支給要件であり、その趣旨は契約社員にも
当てはまる

年始期間の勤務に
対する祝日休

不合理

扶養手当 不合理
手当の趣旨は継続的な雇用を確保することであり、継続的に職務に就くことが見込まれ
る契約社員にも、その趣旨は当てはまる

私傷病の病気休暇 不合理

夏期冬期休暇 不合理
繁忙期に限定された短期間の勤務ではなく、業務の繁閑に関わらない勤務が見込まれて
いる契約社員にも、心身の回復を図るための休暇の趣旨は当てはまる



全日本トラック協会の対応

事業者向け手引書の作成・配布

【令和２年度】解説動画のホームページへの掲載
【令和３年度】都道府県トラック協会にてセミナー

を開催（１８協会２０ヶ所開催）
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正社員と非正規社員を比較して、以下（１）から（３）の観点からみて、「全く違いがないのであれば、全ての

待遇を同じにしなければならない。

但し、少しでも違いがあれば、非正規社員に説明ができて、その相違にバランスがとれていることを前提に、

両者の待遇に違いを設けてもよい」という内容。

（１）職務内容(業務の内容と責任の程度)

（２）職務内容と配置の変更の範囲

（３）その他の事情

💡💡この法律に罰則はないが、対応を怠ると非正規社員が裁判に訴え、不法行為による損害賠償を請求されることがある

同一労働同一賃金に係るトラック運送事業での考え方

～運送会社の運転職に置き換えてみると～

（例）非正規社員（嘱託社員、パートや契約社員等）のドライ

バーの仕事が正社員ドライバーの仕事と何も変わら

ず、転勤や配置換えも変わらない場合

→非正規社員と正社員の待遇を同じにする。

「待遇」とは

賃金（基本給、各種手当）、賞与、退職金、福利厚生、

教育、など全ての処遇

（例）正社員のドライバーには、「後輩の指導業務など運転

以外に複数の業務をこなす」「配置転換命令により配

車や倉庫などの業務でも行う」などの役割を課し、非

正規社員のドライバーには「決まった仕事だけを課

す」「配置転換もしない」等の違いを設ける場合

→待遇に違いがあっても説明できる。

10

職務内容等とは無関係な手当（通勤手当など）や生活保障的な手当は、同じ処遇にする



11

同一労働同一賃金に係るトラック運送事業での判断基準の例
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トラック運送事業者の対応例①

【賃金体系を変更し、正社員と嘱託・契約社員の賃金体系を統合した事例】

中小企業 A社の事例
【主要な業務】冷凍・冷蔵食品の保管及び輸送

▶対応前の状況
● 正社員の賃金体系が「基本給」「無事故手当」「家族手当「住宅手当」「通勤手当」「割増賃金」で構
成されていたのに対して、嘱託（定年後再雇用社員）、契約社員（1 年契約の有期雇用社員）の賃金
体系は「基本給」「職務手当」「割増賃金」のみであった。

▶対応後の状況
●業績貢献度に応じた賃金体系に変更、諸手当を整理し正社員、非正規社員の賃金体系を統合
した。

対応前 対応後

正社員 基本給、無事故手当、家族手当、
住宅手当、通勤手当、割増賃金 職務給、資格給、業績給、評価手当、

割増賃金
非正規社員 基本給、職務手当、割増賃金

【統合】
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トラック運送事業者の対応例②

【就業規則に社員区分ごとの職務内容や責任・役割の定義づけを明記、
労働条件を見直した事例】

中小企業 B社の事例
【主要な業務】食品、日配品、雑貨、機械等の県内及び近県を中心とした配送

▶対応前の状況
● 正社員と非正規社員（嘱託、パートタイマー）に処遇格差が存在していた

ものの、 職務内容や配置 転換の範囲の違いが不明確であった。
● 非正規社員の月例賃金は正社員の約7 割の水準であった。
● 非正規社員は賞与、退職金支給の対象外であった。

▶対応後の状況
●就業規則に社員区分ごとに職務内容や責任・役割を明記、さらに給与体系、福利厚生を見直した。

対応前 対応後

正社員 固定給+歩合給、無事故表彰、
無事故報奨金、日当旅費、賞与、
社内旅行への参加

固定給+歩合給、無事故表彰、
無事故報奨金、日当旅費、
賞与（非正規社員は正社員の1/4～
1/2）、社内旅行への参加非正規社員 固定給のみ（正社員の７割）
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トラック運送事業者の対応例③

【正社員と非正規社員を含めた全社統一の賃金制度へ移行した事例】

大手企業 C社の事例
【主要な業務】総合物流業

▶対応前の状況
● 北海道から九州まで全国に支店があり、賃金体系が都道府県ごと、また、ドライバー、フォークリ
フト、倉庫作業等、職務ごとに多種多様な賃金体系となっていたことから、同一労働同一賃金への対
応に向けて、正社員と非正規社員の取扱いも含めて、全国的に統一する必要性があった。

▶対応後の状況
● 全社の諸手当を含む賃金体系を調査、賃金体系の変更に関して各支店からの意見を聴取し、全
社統一の賃金制度へ移行した。
● 全社で賃金テーブルを統一、体系をシンプルにし、「果たすべき役割」と「従事する業務」をベース
として一貫した賃金制度とし、異動範囲や異動可能性の差、担う役割の差等に応じて説明可能で合
理的な内容とした。
● 正社員と非正規社員との間に存在していた待遇差を「正社員に合わせる」対応を行うことを基本
方針としたことで、人件費の総額が上昇することは事前に想定されたが、会社としてコストアップを織
り込んだうえで制度を策定した。



まとめ
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損害賠償請求を回避するために
事業者は非正規社員から待遇差の説明を求められたときは説明する義務がある

〇正社員と短時間・有期雇用労働者の定義を明記

雇用期間や職務の具体的内容と責任の範囲、配置変更の有無や範囲、賃金の決定や計算・支
払方法など就業規則、賃金規程で明確にする。

〇人事考課の透明化

正社員と短時間・有期雇用労働者の人事考課基準を明確にし、両者の差異を明示的に示すか、
考課マニュアルで説明可能な状態にする。

〇手当を中心とした賃金体系の見直し

トラック運送事業者の賃金体系は、基本給に対して様々な手当を積み上げていくケースが多く、
最高裁判決は「諸手当」を中心とした待遇差が 争点となっている。各手当の趣旨を改めて労使
で協議し、短時間・有期雇用労働者にも当てはまるか検討する。

【確認・見直しのポイント】

判例が少ないことに加え、各種手当についても個別の事情や背景の違いにより判断が分かれて
おり、当協会でも今後も引き続き、判例を整理し、更新のうえ会員事業者への周知を続ける予定。



ご清聴ありがとう
ございました。


